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□ 大会当日のスケジュール 

 

2026年1月10日（土） 

9時30分 10時00分 12時10分 13時10分 13時30分 14時 15時30分 

受付 自由研究発表 休憩 2026年度 

創価大学教

育学会総会 

教育学部 

50周年企画 

記念講演 

講師 

関田 一彦 

（創価大学教

職大学院教

授） 

 

ラウンド 

テーブル 

教育学部棟 

４階 

教育学部棟 

第１会場 402 

第２会場 403 

第３会場 404 

 

 教育学部棟 

401 

教育学部棟 

401 

教育学部棟 

401 

教育学部棟 

404 

 
 
□ 参加要項 

 

 

１ 会期  2026年1月10日（土） 
 
２ 受付  創価大学教育学部棟4階エレベーター前 
 
３ 研究発表 発表20分 質疑応答5分 次頁も参照してください。 

（発表に対する全体討議は、各発表終了後に行います） 
 

４ 大会参加費 無料 
 
５ 昼食等購入 教育学部棟近くにある学生ホール内の売店が営業しています。 
 
６ 事務局 創価大学教育学会運営委員会事務局 

住所：〒192-8577 東京都八王子市丹木町1丁目236 
メールアドレス：office_sues@soka.ac.jp 
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□ 自由研究発表、ラウンドテーブルの関係者へのお知らせ 

 

この度は創価大学教育学会第24回研究大会における自由研究発表／ラウンドテーブルの申込みをあ

りがとうございます。研究発表に際しまして、下記の内容を参照のうえ、ご準備をお願いします。 
 
［自由研究発表］ 

（１）発表場所・時間 
各発表者は割り当てられた発表会場に、発表資料 （紙媒体） ・電子端末を持参のうえ、9時45分を

めどに参集してください。 

（２） 発表時間 
発表は20分です。これに質疑応答の5分が加えられます。 
発表開始後15分、20分、25分がそれぞれ経過した時点で、各会場の進行係がベルを鳴らします。 

（３） 発表用機器 
会場には備え付けのプロジェクターがあります。この使用を希望する発表者は、ご自身のパソコ

ンをお持ちください。これをHDMIケーブルでスクリーンに接続できます。 

（４） 発表資料 
紙媒体の資料を用いて発表する場合には、発表者が必要部数（20部程度）をご用意ください。 

 
 
［ラウンドテーブル］ 

（１） 発表場所・時間 
関係者は開始10分前（15時20分）を目途に、割り振られた会場に参集してください。 
各発表の時間配分など運営の全体は企画者／司会者の裁量となります。 
ラウンドテーブルの終了後は、会場の現状復帰をお願いします。教卓の鍵を運営委員にまでお

戻しください。 

（２） 発表設備・機器 
会場には備え付けのプロジェクターがあります。HDMIケーブルで接続可能です。また、マイ

クも使用できます。 

（３） 発表資料 
研究発表要旨集録の他に紙媒体の資料を配布する場合には、必要だと考える部数を事前にご用

意のうえ、お持ちください。 

（４） その他 
ラウンドテーブル終了時には、参加者に対し忘れ物がいよう、注意喚起をお願いします。 
 



- 3 - 

自由研究発表第１会場 教育学部棟402教室 

司会 堀内 省剛（創価大学教職大学院）・舟生 日出男（創価大学教育学部） 

(１) 10：00 学校組織における心理的安全性の形成に向けたマネ

ジメントに関する一考察 
―校長・教務主任の語りから― 

佐藤紀子 
創価大学教職大学院 

（院生） 

(２) 10：25 特別支援教育コーディネーターが効果的に機能する

プロセス 
―コーディネーター複数配置の小学校に着目して― 

今井貴大 
創価大学教職大学院 

（院生） 

(３) 10：50 都立特別支援学校における防災教育充実に関する研

究 ―防災教育推進委員会と地域連携の現状分析を

通して― 

髙橋昭博 
創価大学教職大学院 

（院生） 

(４) 11：15 教員の同僚性を構築し、高める校長のマネジメント

についての一考察 
 

内田豊 
創価大学教職大学院 

（院生） 

(５) 11：40‐12：00 全体討論 
 
自由研究発表第２会場 教育学部棟403教室 

司会 窪田 香（創価大学教職大学院）・島 尚平（創価大学教育学部） 

(１) 10：00 幼小連携における“子ども理解”の継続と教員の専

門性向上 
―園と小学校の教員の語りから― 

佐生瑞穂 
創価大学教職大学院 

（院生） 

(２) 10：25 教科指導における話し合いを通した学習集団の形成

過程―小学校国語科の授業場面における児童の発話

に着目して― 

小宮さくら／上山伸幸 
創価大学教育学部 

（学生）／（教員） 

(３) 10：50 子ども自らが価値を創造する算数・数学の授業実践

に関する一考察 
―新五段教授法を踏まえた学習過程を通して― 

坂上裕久／森誠至／森田

晋／長尾秀明／添田正彦 
人間教育実践研究会 

〈算数・数学〉 

(４) 11：15 読解と読書活動を繋ぐ文学の指導 
―初発の感想を手立てにして― 

穐山直人 
創価大学教職大学院 

（院生） 

(５) 11：40‐12：00 全体討論 
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自由研究発表第３会場 教育学部棟404教室 
 
司会 相樂 直子（創価大学教職大学院）・山内 俊久（創価大学教育学部） 

(１) 10：00 高校生を対象としたグループ学習への好き嫌いの理

由を探る―対人交渉方略（Giver/Taker/Matcher）に

着目して― 

磯﨑良美 
創価大学教職大学院 

（院生） 

(２) 10：25 保護者との信頼関係を築く教師の在り方に関する一

考察 
―教師・保護者へのインタビュー調査を通して― 

安藤紗英 
創価大学教職大学院 

（院生） 

(３) 10：50 生徒の青春の自己表現の先にある思いや背景の分析 
―ナラティブ分析を主軸として― 
 

浅野時光 
創価大学教職大学院 

（院生） 

(４) 11：15‐11：35 全体討論 
 
 
ラウンドテーブル 教育学部棟404教室              15：30‐17：00 

教職課程における「理論と実践の接続」を促す学校体験活動モデルの開発 

 
教員が理論的知識と実践的知恵を往還的に統合する能力を身につけることが不可欠である。しかし、

教員養成段階においては、大学で学ぶ理論的知見と、学校現場のリアルな実践との間に乖離、つまり、

実践と理論の往還性の欠如が存在する、との批判が繰り返されてきた。本ラウンドテーブルは、こうし

た理論と実践の乖離問題と政策的枠組みを背景に、大学と教育委員会、学校が協働して運用する学校体

験活動および教育実習の一体化モデルを構築し、学生の実態 ・ニーズに応じた多様な体験学習のあり方

を、学校体験活動を中心に、制度設計 ・実践過程 ・省察支援 ・評価分析の観点から検討することを目的

とする。 

企画者  渡辺 秀貴  創価大学教職大学院 

司会  舟生 日出男  創価大学教育学部 

話題提供者 小林 理人  創価大学通信教育部 

話題提供者 上山 伸幸  創価大学教育学部 
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教育学部開設50周年記念講演 教育学部棟401教室    14：00‐15：20 

 

創価大学は何のための大学か、 

そして教育学部がそこで果たす役割とは何か 
 

講師 

関田 一彦 

 （創価大学教職大学院） 

 

 

創価大学教育学部が50周年を迎える今年、改めて私たちは 「創価大学は何のための大学か」という原

点に立ち返る必要がある。カントの価値論を学びつつも、それを越えて 「利善美」を掲げた牧口の教育

思想は、価値を関係の中で捉え、幸福を創造する力を育むことを教育の中心に置いた。創価教育とは、

その理念を日々の授業と実践の中で具体化していく挑戦である。歴史的偉人の思想を畏敬して仰ぎ見る

だけでなく、私たち自身が新たな価値を創り出す主体となることが求められている。 

 また、20世紀の教育学を牽引したデューイの経験主義をふまえつつ、創立者は21世紀の教育への展望

を切り開いた。教育学部や教職大学院には、デューイを越えて創立者の思想を基盤に新たな教育を構想

する使命がある。個別最適や協働の学びの源流にはデューイの実験学校があるが、それを 「池田ベース」

に転換し、日本の教育の未来に示唆を与える研究と実践が今後求められる。 

 制度面でも、2014年のカリキュラム改革、また2022年の 「人間教育の潮流」「平和と教育」の新設な

ど、創価大学の特質をより明確に示す歩みが続いてきた。さらに創価大学はユネスコスクールに認定さ

れ、世界市民教育に基づく教員養成に携わる拠点となりつつある。ユネスコの理念が掲げる 「心の中に

平和の砦を築く教育」は、創立者の思想とも響き合い、不透明な時代の中で私たちに新たな方向性を示

している。 

 創価大学は世界市民を育てる大学として誕生した。では、激動の現代にあって、私たちはどのように

創立者の思想を学び、問い続け、次の50年の教育を築いていくのか。教育は一つの答えに収束するもの

ではなく、時代や社会の変化に応じて問い直され続ける領域であるからこそ、私たちは常に学び、試行

し、対話を重ねていく姿勢が求められる。 

創立者が今ここにおられたなら、教育学部にはどのような未来を託すだろうか。大会参加者と共に考

えたい。 



自由研究発表 第１会場（１） 
 

学校組織における心理的安全性の形成に向けたマネジメントに関する一考察 

―校長・教務主任の語りから― 
 

佐藤 紀子（創価大学教職大学院教職研究科） 

 
 

1.背景と問題意識                                   

 教育現場では、不登校の増加や教員不足、業務負担

の深刻化など、学校の持続可能性を揺るがす課題が山

積している（文部科学省、 2024・2025）。こうした中、

教職員が安心して意見を交わし、協働的に学び合える

文化の必要性が高まり、「心理的安全性」が注目されて

いる。これは、罰されることなく率直に意見を述べ、

失敗や違和感を共有できると感じられる状態を指し、

Edmondson（1999）により提唱された概念である。 
教育分野でも、教職員の協働的な学びや児童生徒の

主体的な探究を支える基盤として、その意義が再認識

されている（三沢・鎌田、 2022）。また、文部科学省

が示した次期学習指導要領では、「多様な子どもが安心

して学べる環境づくり」や「教職員の裁量を尊重した

柔軟な教育課程編成」が明記され、「心理的安全性」の

醸成が重要課題として位置づけられている（文部科学

省、 2025）。 

 

2.研究の目的 

 本研究は、学校組織における心理的安全性の形成過

程と、それを支えるリーダーのマネジメントの特徴を

明らかにすることを目的とする。特に、教職員が安心

して意見を述べ、失敗や違和感を共有しながら、協働

的に学び続けられる組織文化の育成に焦点を当てる。 
そのために、心理的安全性の理論的枠組みを整理し

（石井、2021）、教育現場における実践的な展開をイン

タビュー調査を通じて検討する。さらに、校長や教務

主任といったリーダーが、どのような言動や関係性を

通じて、学校組織における心理的安全性を形成し、教

職員の内発的な意欲や協働性を引き出しているのかを

明らかにする。また、職員室の心理的安全性が教職員

の関係性や組織文化に与える影響も指摘されており

（小野、2023）、本研究ではそのような文化的要因とリ

ーダーシップの相互作用にも着目する。 
 
3.研究の方法 

対象：東京都の公立小学校校長2名・教務主任2名 
時期：2025年7月～8月 
方法 :半構造化インタビュー（1名あたり約60～90分）     
分析方法：逐語録をもとに、オープンコード・焦点的

コードを抽出し、語りの構造を整理した。 
   

4.結果 

分析の結果、以下の3点が共通して見られた。 
・「弱さに寄り添う」マネジメント：支え合いの文化

の土壌づくり。教職員や子どもの不安に気づき、支

援を届ける姿勢。 
・強みを活かすマネジメント：自己有用感と相互の信

頼の醸成。教職員の特性や強みを見極め、役割設計

に反映する実践。 
・「変革を支える」マネジメント：授業改善と文化の 
 更新。子どもと教職員のウェルビーイングを実現さ 
せながら、心理的安全性を文化として根付かせてい 
く取り組み。詳しくは、教育研究大会にて発表する。 

 
5．考察 

4 名のリーダーたちは、それぞれ異なる立場や校種

にありながらも、日々の教育実践の中で、弱さに寄り

添い、強みを活かし、挑戦と変化を支えるマネジメン

トを実践していた。その実践は、心理的安全性を単な

る「安心の雰囲気」としてではなく、「授業改善」や「学

校文化の更新」といった教育の本質的な営みと結びつ

ける視点を示していた。詳しくは、教育研究大会にて

発表する。 
 
6.参考文献 

［1］Edmondson, A. C (2021)野津智子（訳）『恐れのな

い組織――「心理的安全性」が学習・イノベーシ

ョン・成長をもたらす』英治出版 
［2］石井遼介(2020)『心理的安全性のつくりかた』日

本能率協会マネジメントセンター 
［3］三沢良・鎌田雅史(2024)教師の組織的学びを促 

   進する校長のエンパワリング・リーダーシップ：

心理的安全性の媒介効果に着目した検討. 学校

改善研究6、 60–70. 
［4］三谷友香・露口健司(2023)校長の働きかけと教職

員の心理的安全性・ワーク・エンゲイジメント. 愛
媛大学教職大学院 研究発表資料 

［5］田中翔一郎「心理的安全性アプローチ」 
                        

キーワード：相互の信頼、対話、まなざし、循環 
       ウェルビーイング、イノベーション
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自由研究発表 第１会場（２） 
 

特別支援教育コーディネーターが効果的に機能するプロセス 

―コーディネーター複数配置の小学校に着目して― 
 

今井 貴大（創価大学教職大学院教職研究科） 
 
 

1.問題と目的 

 

1.1研究の背景 

文部科学省から、通常の学級に在籍している児童生

徒のうち、「学習面又は行動面で著しい困難を示す」に

該当するのが 8.8%であること(2022)や、通級による指

導を受けている児童生徒数は令和５年度に203、376名
であること(2025)が示され、特別な教育的支援の必要

な児童生徒への対応が急務である。子どもの多様化が

進む中、特別支援教育コーディネーターに求められる

責務は重くなっていると考えられる。田中・上村（2017）
は、「コーディネーターの複数配置は最低限必要なこと」

であるとした上で、「複数配置であっても主担当に仕事

が偏っていては、多忙感や負担の軽減にならないため、

副担当と役割分担して負担を減らして活動することが

必要である」との課題が指摘されている。文部科学省

(2017)によると、全国の公立小学校では、複数配置の学

校が約３割であり、今後増加していくことが予想され

る。各学校においてコーディネーターを複数配置し、

その役割や専門性を発揮することで、校内における特

別支援教育の推進、および児童生徒の支援の充実につ

ながることが考えられる。 
 
1.2本研究の目的 

以上のことから、本研究では、小学校において複数

配置されているコーディネーターにインタビュー調査

を行い、コーディネーターが効果的に機能するには、

どのような要因が必要かを明らかにすることを目的と

する。 
 
2.研究の方法 

対象：都内公立小学校の複数配置されているコーデ

ィネーター4名 
時期：2025年7月～8月 
方法：1名あたり約1時間の半構造化面接調査 
質問内容：コーディネーターとしての役割、複数体

制に関する工夫や課題等 
分析方法：修正版グラウンデッド・セオリー・アプ

ローチ（以下、M-GTA）を援用した。まず、インタビ

ューの録音データをも逐語録化した。次に、「複数の特

別支援教育コーディネーターが効果的に機能するプロ

セス」という分析テーマを設定した。分析焦点者は、

各小学校に複数配置された特別支援教育コーディネー

ターとし、逐語記録を読み進めながら分析テーマに関

連する具体例（ヴァリエーション）に着目し、概念を

生成した。概念を生成する際は、分析ワークシートを

作成し、概念名、定義、具体例、理論的メモを記入し

た。次に、生成した概念間の関係を個々に検討し、複

数の概念からなるカテゴリーを生成した。そこからカ

テゴリー相互の関係から分析結果をまとめ、結果の概

要をプロセスの筋に沿って結果図を作成し、文章化し

た。なお、結果と考察については、教育研究大会にて

発表する。 
 

3.参考文献 

[1] 文部科学省(2022)「通常の学級に在籍する特別な

教育的支援を必要とする児童生徒に関する調査結果に

ついて」 
[2] 文部科学省(2025)「令和５年度通級による指導実

施状況調査結果」 
[3] 田中美鈴・上村惠津子(2017)「特別支援教育コー

ディネーターが機能する校内支援体制の検討 ―Ａ地

区における現状と課題からの考察―」 
[4]文部科学省(2017)「平成28年度特別支援教育体制

整備状況調査結果について」 
キーワード：特別支援教育コーディネーター、複数

配置、M-GTA 
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自由研究発表 第１会場（３） 
 

都立特別支援学校における防災教育充実に関する研究 

―防災教育推進委員会と地域連携の現状分析を通してー 
 

髙橋 昭博（創価大学教職大学院教職研究科） 
 
 

１ 背景と目的 
1−１ 研究の背景 
防災教育は、学習指導要領の各教科・領域に防災・

安全に関する内容が位置づけられていることから、「付

加的な指導」ではなく教育課程全体に内包される基盤

的学習として位置づけられる。文部科学省『実践的な

防災教育の手引』（2020）でも、従来型避難訓練に加

えて、地域との連携や児童生徒の主体的活動、障害特

性に応じた教材・指導法の活用が推奨されており、特

別支援学校に求められる防災教育の専門性が明確に示

されている。 
『安全教育プログラム』（東京都教育委員会 2023）

でも「実働性の高い訓練」や「地域連携の強化」に重

点を置く政策転換が進んでおり、学校単独ではなく地

域と協働することで学校防災力を高める姿勢が示され

ている。特別支援学校における防災教育を実効性ある

ものにするためには、「校内組織（防災教育推進委員

会）」と「地域連携（自治体・消防・地域団体等）」

の両輪を有機的に機能させることが不可欠である。 
しかし、これらの仕組みがどのような実効性を伴っ

て運用されているのか、特別支援学校全体を俯瞰した

体系的調査は十分に蓄積されていない。   
本研究は、こうした課題認識を前提に、防災教育推

進委員会の運営状況と地域連携の現状を明らかにする

とともに、特別支援学校における防災教育を持続的か

つ実効的にするための組織運営上の方策を検討する。 
 
1−２ 研究目的 
本研究の目的は、以下の三つの観点から分析を行う。 

・防災教育推進委員会の構成・運営と機能の実態把握 
・防災教育推進委員会の有効な点と課題点の整理 
・地域との防災協定および協働体制の実態評価 
これら三つの分析を通じて、本研究では都立特別支

援学校における防災教育をより充実させるための、防

災教育推進委員会の機能と地域との連携を強化するた

めの具体的な方策を提示する。 
 

２ 研究方法 
 
 本研究では、都立特別支援学校における防災教育推

進委員会の運営実態および地域連携の現状を体系的に

把握することを目的とし、質問紙調査を中心とした量

的・質的（KJ法）混合型研究法を採用した。調査項目

の設計から分析まで「校内組織（委員会）」と「地域と

の協働」の両側面を捉えることを重視し、学校経営・

組織体制・地域特性といった背景条件がどのように影

響しているかを明らかにすることを意図した。 
 
３ 結果 
 
３−１ 防災教育推進委員会の実施状況 
３−２ 防災教育推進委員会の有効な点 
３−３ 防災教育推進委員会の課題点 
３−４ 防災教育推進委員会の有効な点と課題点から 
３−５ 地域協定の実施状況 
３−６ 地域協定の課題 
３−７ 地域と共同した防災教育の課題 
３−８ 防災教育推進委員会と地域との連携 
結果については上記の項目を予定している。 
詳細については研究大会で発表する。 
 
４ 考察 
 
 分析結果から導き出された現状と課題から考察を行

う。その上で、都立特別支援学校における防災教育を

より充実させるための、防災教育推進委員会の機能と

地域との連携を強化することで具体的方策を提示する。

詳細については研究大会で発表する。 
 
５ 参考文献（一部） 
 
文部科学省『実践的な防災教育の手引』（2020） 
『安全教育プログラム』（東京都教育委員会 2023） 
 
キーワード：特別支援学校、防災教育、地域連携
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自由研究発表 第１会場（４） 
 

教員の同僚性を構築し、高める校長のマネジメントについての一考察 
 
 

内田 豊（創価大学教職大学院教職研究科） 

 

1  背景と目的 
 
近年、教員を取り巻く複雑化・多様化した教育課題

が山積し、教員の負担は過去に例を見ない水準に達し

ている。OECD国際教員指導環境調査(2024)からも、日

本の教員のストレスが国際平均より高いことが報告さ

れた。中央教育審議会は、学校が抱える現代的課題に

応えるために取りまとめた答申「チームとしての学校

の在り方と今後の改善方策について(平成27年)」にお

いて「チーム学校」の概念を正式に提唱した。さらに、

令和4年改訂の「生徒指導提要」では、(1)専門性に基

づくチーム体制の構築、(2)学校マネジメントの強化、

(3)教職員一人一人が力を発揮できる環境の整備の三

つの視点に加えて、第 4の視点として「教職員間の同

僚性の形成」が示された。白岩(2018)は、教職員集団の

同僚性は、学校マネジメントとの相関があることを指

摘し、同僚性を構築するには、学校組織を設計・運営

する立場の管理職のマネジメントが不可欠であること

を指摘する。また、後藤(2016)は、同僚性の範囲につい

て、第一に教員間の同僚性構築を目指すべきであると

論じている。 
そこで、本研究の目的は、多様な課題解決の基盤と

なる教員の同僚性を構築し、高めるために学校組織が

どのようにマネジメントされているのかとその実態に

ついて明らかにすることである。 
 
2 研究の方法 
 
 本研究は、研究指導者より紹介を受けた東京都公立

学校の校長 5 名と、それぞれの校長から推薦された学

校組織の中核を担う教員 5 名の計 10 名への半構造化

インタビューを行い、佐藤(2008)の「事例コード・マト

リックス」を援用して分析した。 
 
3 結果 

 
3.1 校長の取組 

各校長が教員の同僚性を構築するためにどのような

マネジメントを行っているのかとの視点で分析を進め

た結果、6 つの焦点的コード〈人材育成につなげる戦

略的な分掌配置〉〈ロールモデルとして範を示す〉〈主

体性を重んじる〉〈セーフティーネットの提供〉〈小さ

なコミュニティーの機能〉〈自然な関わりを誘発するプ

ラットフォーム〉および22のオープンコードに集約さ

れた。 
3.2 教員の取組 

 校長のビジョンやマネジメントを受け止め、それを

現場において実践する中核教員が、どのような取組を

実践しているのかとの視点で分析を進めた結果、5 つ

の焦点的コード〈安心して話せる関係を築く〉〈組織全

体を俯瞰して見る〉〈ボトムアプ型の組織づくり〉〈協

働に向かうアプローチ〉〈経験を継承する〉および 20
のオープンコードに集約された。 
3.3 同僚性を構築する過程で現れた変容 

 教員同士が互いの人間性や状況を理解し、支え合い

ながら協働する関係が、多様な視点を生かした組織改

善を促進し、学校全体の活性化につながっていた。ま

た、特定の教員に頼るのではなく、一人一人が主体的

に学校運営に関わろうとする意識も広がっていた。 
 
4 考察 

 

 本研究では、校長らの戦略的な人材配置や心理的安

全性の確保などが教員の主体的な行動を促進し、信頼

や協働性を育む組織づくりに寄与していた。 
今後は、同僚性の対象範囲を広げて研究を進めたい。 

 

5 参考文献 

 
(1)国立教育政策研究所「OECD国際教員指導環境調

査(TALIS)2024報告書ポイント」 
(2)文部科学省中央教育審議会「チームとしての学校の

在り方と今後の改善方策について(答申)」(平成27年) 
(3)文部科学省「生徒指導提要」(令和4年) 
(4)白岩博明(2018)『「チームとしての学校」の実現に

求められるもの-同僚性と学校マネジメントの相関に

おいて-』 
(5)後藤壮史(2016)「学校現場における同僚性の構成概

念についての検討-教員間の関係性に着目して-」 
(6)佐藤郁哉(2008)「質的データ分析法」 
 
キーワード：同僚性、協働性、学校マネジメント 
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自由研究発表 第２会場（１） 
 

幼小連携における“子ども理解”の継続と教員の専門性向上 

―園と小学校の教員の語りから― 
 

佐生 瑞穂（創価大学教職大学院教職研究科） 
 
 

1 背景 
 
近年、幼児教育と小学校教育の円滑な接続の重要性

が国内外で指摘されている。日本では 1990 年代以降、

小学校入学後の適応が難しくなる「小１プロブレム」

が問題視され（新保、1999）[1]、その背景には入学に伴

う生活・学習環境の急激な変化が子どもの適応を妨げ

ているとされてきた。こうした状況を受け、2017年の

幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こ

ども園教育・保育要領、小学校学習指導要領では、幼

児教育と小学校教育の円滑な接続を図ることが明確に

求められるようになった。さらに2022年の「幼保小の

架け橋プログラムの実施に向けての手引き（初版）」[2]

では、5歳児から小学校１年生に至る2年間を「架け橋

期」と位置付け、一貫した育ちの支援を実現するため

の情報共有や教育課程の接続、教員の協働の必要性が

強調されている。 
しかし、園と小学校では教育目標、内容、方法に違い

があり（文部科学省、2010）[3]、園では遊びや生活を中

心に子どもを理解し、小学校では学習活動や評価を通

して子どもの姿を捉える傾向がある。そのため、子ど

もにとって意味のある接続を実現するには、両者の教

員が互いの立場を理解しつつ「子ども理解」を継続的

に共有し深めていくことが不可欠である。 
 

2 目的 

 

本研究は、幼小連携の実践において「子ども理解」が

どのように継続され、そのプロセスが教員の専門性向

上にどのように結びついているのかを明らかにするこ

とを目的とする。園長・校長および教員へのインタビ

ューを質的に分析し、連携を通じた子ども理解の深ま

りと教育観の変容を捉えることで、今後の連携の在り

方を考察する基盤を提供する。 
 
3 研究方法 

 
本研究では、幼小連携に取り組む園と小学校３組を

対象に、園長・校長および幼小連携の中心的役割を担

っている教員へ半構造化インタビューを行った（各 1
時間）。得られた逐語録をもとに、佐藤（2008）[4]の事

例–コード・マトリックスを参照して質的分析を行った。

語りをセグメント化し、意味内容ごとにオープンコー

ドを付与したうえで、それらを比較・統合して抽象度

の高い焦点的コードへと整理した。 
 

4 結果 

 

4.1 事例対象園・小学校の取り組み 
4.2 実効性のある連携に資する促進要因 
4.3 幼小連携によって生じた変化 
研究結果と考察については、研究大会において発表

する。 
 
5 参考文献（一部掲載） 

 
[1]新保真紀子（1999）「『小 1 プロブレム』～1 年生

の姿から見えてくるもの」 
[2]文部科学省（2022）「幼保小の架け橋プログラムの

実施に向けての手引き（初版）」 
[3]文部科学省（2010）幼児期の教育と小学校教育の

円滑な接続の在り方に関する調査研究協力者会議「幼

児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在り方につい

て（報告）」p.9 
[4]佐藤郁哉（2008）『質的データ分析法』新曜社 
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自由研究発表 第２会場（２） 

教科指導における話し合いを通した学習集団の形成過程 

―小学校国語科の授業場面における児童の発話に着目して― 

○小宮 さくら  上山 伸幸（創価大学教育学部） 

1．研究の目的 

日本における授業研究において、個々の学習者の学

びが学習者相互の協働とどのように関連するのかは、

これまでにも検討されてきたテーマである。吉本均

（2006a）は「集団での討議・思考のなかで、子どもた

ちは相互主張・相互説得をくり返しながら、概念内容

のイメージを豊かにしたり、多様な解決方法をきびし

く追及し合ったり、相互検討や討議による真理発見の

共感を確認し合ったりすることができる」と述べてお

り、学習集団における話し合いには、共感を伴う相互

作用が生じることを主張している。ここからは国語科

の読むことの学習においても、学級が学習集団として

成立しているか否かが重要であることが示唆される。 
山元隆春（2005）は、国語科の読むことの学習の課

題として、「互いの意見を交流させるなかで、一人ひと

りの読者の読みが絶えざる変容・修正を伴いながら、

自らにとっての新たな読みを産み出し、むしろ〈共有

可能な意味〉を協同で作り出していくことができるよ

うにしていくこと」を挙げている。また、水野正朗

（2008）は、国語科教育の文脈で、学級全体での「個

人思考と集団思考の関係が動的に変化しつつ〈読み〉

が発展すること、そして、その〈読み〉の経験が一人

ひとりの主体的な読みを開くことを示し、理論を実践

に生かす枠組み」を提示している。これらの研究から

は、読むことにおいて他者性を重視した実践が求めら

れていることが示唆される。 
こうした背景もあり、近年の国語科教育研究におい

ては、学習者の協同が伴う読むことの教育実践として、

リテラチャー・サークルやブッククラブに関する研究

が進められている（山元、 2014）が、そこでは学級全

体の話し合いよりも小集団での話し合いに焦点が当て

られている。また、教育方法学の文脈においては学習

集団が研究のキーワードとして掲げられてきた（吉本

均、 2006ab）が、こうした学習集団が形成される過程

について、教科教育学の立場からは充分に検討されて

いるとは言い難い。特に、今日までの研究で学級を学

習集団として捉え、国語科の授業場面に焦点を当て、

学級の長期的な変容に着目した研究は行われていない。

以上を踏まえ本研究では、国語科の授業を通して学級

が学習集団として形成される過程で、学習者相互のや

りとりがどのように観察されるかを明らかにすること

を目的とする。 
2．研究の方法 

2025年4月から10月にかけて、1週間に1回程

度、東京学芸大学附属世田谷小学校の三浦剛教諭の授

業を観察した。三浦教諭の担当する3年生の計3クラ

スでビデオカメラでの記録によるデータの収集と、数

ヶ月に一度三浦教諭へのインタビューを行った。 
観察を行った授業単元は「①自己紹介ビンゴゲー

ム」、「②かえるのぴょん」、「③発見ノート」「④白い

花びら」、「⑤うめぼしのはたらき」、「⑥めだか」、「⑦

春風をたどって」、「⑧ちいちゃんのかげおくり」、「⑨

紙ひこうき、きみへ」、「⑩わすれられないおくりも

の」「⑪俳句に親しむ」である。今回は、時間割の都

合で充分に観察することができなかった3年2組を除

き、3年1組と3年3組の物語文の授業に焦点を当

て、学習集団の形成過程を学習者の発言から捉える。 
なお、本研究の調査実施にあたっては、創価大学

「人を対象とする研究倫理委員会」の研究倫理審査に

おいて承認を得た（承認番号：2024079）。 
表 1 観察を行った授業の一覧 

参観月 1組 2組 3組 

4月 ①x2、③x2 ② ② 

5月 ④x5、⑤x2 ④ ④x4、⑥x2 

6月 ⑥x3 ⑥x2、⑦ ⑥x3、⑦x2 

7月 ⑧x6 ⑧ ⑧x5 

8、9月 ⑨  ⑧、⑨ 

10月 ⑩x2、⑪x2 ⑩x3 ⑩x2、⑪ 

 

3．分析と考察 

上記の参与観察により得られたデータのうち、教室

談話については文字起こしを行い、学習者の発話がど

のように他者の発言と関わり合っていくかの観点から

分析を行った。また、教諭へのインタビューについて

も文字起こしを行い、上記のデータとあわせて、教諭

が学習者相互の関わりをどのようにみとっているかの

観点から分析を行う。 

発表当日には、以上の分析の結果、国語科の授業を

通して 2クラスが学習集団として成長していくのかに

ついて考察を加える予定である。 

【参考文献】 
水野正朗（2008）「現代文学理論を手がかりにしたテ

クスト解釈の共同性に関する一考察－他者との相互

交流による主体的な読みをめざす国語の授業－」、 
『教育方法学研究』34、 pp.1-12. 

山元隆春（2005）『文学教育基礎論の構築』、 溪水社. 
山元隆春（2014）『読者反応を核とした「読解力」育

成の足場づくり』、 溪水社. 
吉本均（2006a）『授業と学習集団』、 明治図書. 
吉本均（2006b）『授業の演出と指導案づくり』、 明治

図書. 
キーワード： 学習集団、読むこと、話し合い
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自由研究発表 第２会場（３） 
 

子ども自らが価値を創造する算数・数学の授業実践に関する一考察 

―五段教授法を踏まえた学習過程を通して― 
 

○坂上 裕久 森 誠至 森田 晋 長尾 秀明 添田 正彦（人間教育実践研究会〈算数・数学〉） 
 
 

1 背景 

現行の学習指導要領では、「質的な豊かさを伴った個

人と社会の成長につながる新たな価値を生み出してい

く」教育が期待されている。また、「主体的・対話的で

深い学び」の実現や「個別最適な学び・協働的な学び

の一体的な充実が示され、子どもを主体とした授業改

善が求められている。 
しかし、学校現場では、教師主導型の授業が未だに

多く見られ、子どもが本当に主体的に学んでいるのか

疑問が残る。また、教師が子どもの見方・考え方や思

考を価値付けるような授業実践は、数多く蓄積されて

いるが、子ども自らが学びの価値を創造する授業実践

は少ないと考えた。 
 
2 研究の目的 

本研究は、算数・数学を学ぶ価値と牧口常三郎の美・

利・善の価値論との関連を明らかにするとともに、子

どもが自ら価値を創造する算数・数学の効果的な指導

方法を明らかにし、現場の授業改善などにつなげてい

くことを目的とする。 
今年度は、一般的な「問題解決過程」と牧口が提唱す

る「新五段教授法」を比較し、各学習過程における教

師の発問の視点や学習活動の位置付けを明確にした算

数・数学における「新五段教授法」を提案する。 
 
3 研究の方法 

3.1 理論研究 

牧口が提唱する「美・利・善」の価値と、算数・数学

の学習における「価値」との関連性を明らかにする。  

また、一般的な「問題解決過程」と牧口の「新五段教

授法」との共通点や相違点を明らかにするとともに、

算数・数学における「新五段教授法」を構築する。 

3.2 実践研究 

東京都内の小学校の児童及び高等学校の生徒を対象

に検証授業を実施する。検証授業の分析を通して、子

ども自らが価値を創造する効果的な指導方法について

の成果と課題を明らかにする。また、新五段教授法に

関する振り返りシートを実施し、子どもの変容を分析

する。 

 

4 結果・考察 

4.1 理論研究 

4.1.1 算数・数学を学ぶ価値と美・利・善の価値 

算数・数学を学ぶ価値は、より広義な概念である美・

利・善の価値の中に包含されると捉え、以下の表に整

理した。なお、各価値における具体的な子どもの姿は、

研究大会において発表する。 

牧口の美・
利・善の価
値の捉え 

美の価値 
（感性） 

利の価値 
（理性） 

善の価値 
（社会性） 

感じる 判断する 応用する 
算数・数学
を学ぶ価値 

陶冶的価値 
文化的価値 

実用的価値 
陶冶的価値 

文化的価値 

4.1.2 算数・数学における「新五段教授法」 

 一般的な問題解決過程と新五段教授法を比較し、以

下の表に整理した。 

一般的な問題
解決過程 

新五段教授法 学習過程 

問題の設定、
理解（課題把
握） 
 
解決の計画
（見通し） 

認
識
作
用 

評価（学
びの動機
付け） 

・生活経験を基に問題場
面を把握する。（生活の
学問化） 

・生活経験や既習事項を
基に、解決の方法の見通
しをもつ。 

解決の実行
（自力解決） 

直観（学
びの本質
の認識） 

・解決の方法を自分なり
に実行する。 

解決の実行
（集団検討） 評

価
作
用 

思考（学
びの拡張
と深化） 

・目的に応じて、解決の方
法の妥当性を検討し、問
題場面に合ったよりよ
い解決の方法を見いだ
す。（対話式） 

新たな疑問や
問いの気付き 
（まとめ・振
り返り） 

評価（学
びの意味
付け） 

・統合的・発展的に考察
し、美・利・善の価値に
気付く。 

単元を通して
の振り返り 

創
価
作
用 

応用（学
びの価値
を創造） 

・単元の終わりに、他の場
面で活用できる方法を
考え、適用する。（学問
の生活化） 

4.2 実践研究 

 検証授業の成果と課題については、研究大会におい

て発表する。 
 
参考文献 

（1）牧口常三郎(1988)「牧口常三郎全集第 9 巻・後期

教育学論集Ⅱ」第三文明社 
（2）鈴木将史(2018)「小学校算数科教育法」建帛社 他 
 

キーワード：牧口常三郎、価値、新五段教授法、 

算数、数学 
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自由研究発表 第２会場（４） 
 

読解と読書活動を繋ぐ文学の指導 

―初発の感想を手立てにして― 
 

穐山 直人（創価大学大学院教職研究科人間教育実践リーダーコース） 
 

1 研究の背景・目的 

 

令和６年度実施の全国学力・学習状況調査のアンケ

ート調査では、自宅にある本が10冊未満と答えた児童

の割合が全体の15％ほどいたことが示された。 
腰越(2015)は、子供の不読現象の理由について第 57

回学校読書調査のデータを基に分析・考察をしている。

そこで、現代の日常生活においてTV・携帯・電子ゲー

ム等の様々なメディアの普及が読書活動を阻害する背

景として浮かび上がったことを述べている。 
では、この読書の魅力とはなんであろうか。大村

(1984)が「本を読んでいる間に、読んでいなかったとき

とは違った心の変化のようなものが起こる、それが読

書から得るものなのであって～中略～読むということ

をしている、ひとりの人間が生命のひとこまを使って

『読む』という一つの仕事をしている、その心の中に

何かが生み出されてくる、何か一つの方向のようなも

のが開かれてくる、それが読書だと思いました。」と述

べている。このことから、本を読み、読書世界に浸る

ことで、読者の内面での変容が大なり小なり生まれ、

そこから自分の世界を広げていくことができるのが、

読書の魅力の一つなのではないかと稿者は考える。 
しかし、内容を十分に理解せず、表面的に読んだだ

けで終わる浅い読書では、本がもつ魅力に辿り着くこ

とは非常に難しくなる。青山(2020)は、「読むことの指

導過程に位置付けられていないことで、『読むこと』を

中心とした単元でさえ読書指導が行われないことが懸

念されている。」と述べている。このことには、長い間、

学習指導要領における読書活動に関する記載は態度面

についての内容がほとんどであり、本を読むスキル・

技能については触れられてこなかった背景がある。 
そこで、生涯、本に親しむ子供たちを育てていくた

めには、様々な場面における読書活動を活性化させる

ことに加えて、本の魅力を味わうことができるような

読むスキル・技能も同時に育成していく必要があると

考えた。そして、読むことの指導における読書指導の

欠落を補うべく、本を読むスキル・技能を国語科の文

学の授業で育成する足がかりとして、稿者は初読を充

実させることを考えた。 
 
2 研究の方法 

 

 本研究では、稿者が令和５・６年度に２年間担任を

した第５・６学年の学級の子供を対象にして、国語科

の複数の文学単元において初読直後の感想（以後、「初

発の感想」とする）を書く活動を行い、そのうち様々

な学力層から選択した４名の子供の初発の感想を抽出

し、比較・分析し進めていく。 
また、ここでは、文学の授業での初読が日常の読書

に近いものと考え、２年間の子供の初発の感想の記述

を分析することで、読むことの指導と読書活動を結び

付けられると考えた。先行実践を基に稿者が考察した

読書に必要な読む力である、「①文中の様々な描写の

よさを味わうことができる力」「②本からメッセージ

を受け取り自分なりの感想を持つことができる力」が

身に付いているかを考察していく。 
 

3  研究の結果 

 

分析した抽出児童の初発の感想は、質・量ともに高

まりが見られた。５年生の最初の単元と比べると、文

量も大きく増加し、様々な視点からの文章が書けるよ

うになった。詳細は、研究大会にて発表する。 

 

4  考察 

 

読書のスキル・技能として稿者が考察した「①文中

の様々な描写のよさを味わうことができる力」を５年

生の段階から継続して指導していく中で、「②本からメ

ッセージを受け取り自分なりの感想を持つことができ

る力」が段々と身に付いていったように捉えられる。

また、その技能を生かして、自身の選んだ本から読者

論としての主題をまとめることができた。詳細は、研

究大会にて発表する。 

 

5  参考文献 

 

⑴腰越滋(2015)「子どもの『不読』現象の背景要因は

何か?『第57回 学校読書調査』の分析結果に基づく

再考察」 

⑵大村はま(1984)「大村はま国語教室⑦（読書生活指

導の実際①」筑摩書房 

⑶青山由紀(2020)「現代の子どもと読書指導の課題」

月刊国語教育探究2020年７月号 日本国語教育学会

キーワード： 「読書、文学、初発の感想」 
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自由研究発表 第３会場（１） 
 

高校生を対象としたグループ学習への好き嫌いの理由を探る 

―対人交渉方略（Giver/Taker/Matcher）に着目して― 
 

磯﨑 良美（創価大学教職大学院教職研究科） 
 

1.背景と目的 

初等・中等教育から大学教育にかけてアクティブラ

ーニング型の授業が一般化してきているが、大学生を

対象に行ったある調査では約45％の学習者がグループ

ワークに対して苦手意識を示した（上岡ほか2024）。そ
の背景には他者との「やり取り」の傾向性や対人交渉

方略が影響しているのではないかと考える。A. 
Grant(2012)は対人交渉をする際の心理的傾向を①「ギ

バー（与えられたものより多くを与えようとする人）」、

②「テイカー（与えたものよりも多く受け取ろうと人）」、

③「マッチャー（与えられたものと同じだけ与えよう

とする人）」の3つに分けている。更に「ギバー」を「自

己犠牲型（自分が損をしても相手の利益に貢献しよう

とする）」と「他者志向型（相手の利益に貢献しようと

するが、自身の利益もきちんと確保する）」に分類して

いる。これを「学校」に置き換えて捉え直した場合、

「テイカー特性」の高い学習者がフリーライダーのよ

うな振る舞いをしたり、「自己犠牲型ギバー特性」の高

い学習者が過剰な役割分担を担ったり、「マッチャー特

性」の高い学習者が役割分担の公平性に関して不遇を

感じたりしていることがグループワークを嫌いと感じ

る要因の一つになっているのではないかと考える。 
以上の事から本研究では A.Grant(2012)の「ギバー、

テイカー、マッチャー診断」を参考に高校生を対象と

したタイプ分けのための質問項目を作成し、対人交渉

方略がグループワークの好き嫌いにどのような影響を

与えているのかを明らかにすることを目的とする。 
2.方法 

本研究ではまず『僕のヒーローアカデミア』から「ギ

バー・テイカー・マッチャー」および「自己犠牲型ギバ

ー」、「他者志向型ギバー」それぞれのタイプが取りそ

うな言動・行動を抽出し、妥当性を確認するため本研

究者の在籍する大学院の学生の内、『僕のヒーローアカ

デミア』の内容を知っている 2 名に対してそれぞれの

タイプの特徴を説明し、抽出されたシーンとタイプが

合致しているかどうか聞き取りを行った。 
次に抽出したシーンを基に高校生の生活に即した文

脈に翻案し、それぞれのシーンに対して 4 つの選択肢

（①ギバーが取りそうな言動・行動②テイカーが取り

そうな言動・行動③マッチャーが取りそうな言動・行

動④内容がよく分からない・理解できない）から構成

される計8問と、「①自己犠牲型ギバーが取りそうな言

動・行動（1件）」、「②他者志向型ギバーが取りそうな

言動・行動（2件）」、「③内容がよく分からない・理解

できない（1 件）」から構成される計 2 問を作成した。

更に質問項目を高校生が理解できる内容であるか、対

人交渉方略のタイプごとに分類できるかを確認するた

め、大学院の学生24名を対象にパイロットスタディー

を行った。次に完成した質問票を用いて神奈川県にあ

る公立の工業高等学校 3 年生 95 名に対して調査を実

施した。 
3. 結果 

「ギバー」が39名（41.1％）、「テイカー」が10名（10.5％）、

「マッチャー」が 46 名（48.4％）となった。その内、

「グループワークが好き」と回答したのは「ギバー（26
名）」、「テイカー（7名）」、「マッチャー（28名）」であ

った。また「自己犠牲型ギバー（7名）」、「他者志向型

ギバー（19名）」であった。一方で「グループワークが

嫌い」と回答したのは「ギバー（13名）」、「テイカー（3
名）」、「マッチャー（18名）」、そして「自己犠牲型ギバ

ー（3名）」、「他者志向型ギバー（10名）」であった。 
4. 考察 

グループワークの好き嫌いについて、対人交渉方略

ごとに比較したが有意差は認められなかった。ギバー

タイプも比較したが、こちらも差は見られなかった。

このことから対人交渉方略がグループワークの好き嫌

いに大きな影響を与える可能性は低いと考えられる。

一方で今回の調査ではグループワークが嫌いと回答し

た者が全体で34名のみであり、サンプル数が少なかっ

たために有意差が見られなかった可能性も考えられる。

そのため「グループワークを嫌い」と感じる回答だけ

を集め、対人交渉方略タイプと比較することが今後必

要であると考える。 
参考文献 

・上岡ほか(2024). 「グループワークに対する大学生の

意識」『岡山理科大学 経営とデータサイエンス』6、94-
106 
・アダム・グラント（著）・楠木 建（監訳）（2014）『Ｇ

ＩＶＥ ＆ ＴＡＫＥ ― 「与える人」こそ成功する時

代』三笠書房. 
・『僕のヒーローアカデミア（第 1 巻から 42 巻）』（堀

越耕平）（平成26年から令和6年まで連載）（集英出版

より発刊） 
キーワード：グループ学習への好き嫌い、ギバー・テ

イカー・マッチャー、高校生の対人交渉方略 
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自由研究発表 第３会場（２） 
 

保護者との信頼関係を築く教師の在り方に関する一考察 

―教師・保護者へのインタビュー調査を通して― 
 

安藤 紗英（創価大学教職大学院教職研究科） 
 
 

１．研究の背景と目的 

 

1.1 研究の背景 

教師にとって保護者との信頼関係の構築は、学級に

在籍する一人ひとりの子どもの成長と幸福を支えるう

えで欠かせない要素である。子どもを深く理解し、そ

の発達を支援するためには、家庭での生活の様子や保

護者の願い、価値観などを把握し、それらを教育実践

に反映させていくことが求められる。そのためには、

学校と家庭が相互に補完しあう協働関係を築き、共通

の目標として子どもの健全な成長を共有することが不

可欠である。 
東京都教職員研修センター[1]の初任者調査では、小

学校初任者の約７割が「保護者対応」に困難や負担を

感じていると回答している。文部科学省[2]の「学校と

教職員の業務実態調査」でも、「保護者・地域の要望・

苦情等への対応」を負担に感じる教員が７割に上る。

これらの結果は、保護者との関係づくりが初任者のみ

ならず、多くの教員にとって心理的・時間的な負担を

伴うものであることを示している。近年では、過剰な

クレーム対応や誤解の積み重ねによって心身に不調を

きたし、教育活動への意欲を失う教員も少なくない。 
 

1.2 研究の目的 

本研究は、保護者との信頼関係を積極的に形成して

いる教師へのインタビューを通して、その行動特性や

思考の構造を分析し、現代の学校教育において求めら

れる教師の在り方を考察することを目的とする。また、

保護者へのインタビューから学校への期待や信頼関係

構築の要素を抽出し、教師の取組と合わせて分析する

ことで、とりわけ、学校と家庭が協働して子どもを支

える生産的信頼関係の形成プロセスを明らかにし、学

校の組織的支援体制のあり方や教師の力量形成への示

唆を得ることを目指す。ここでの生産的信頼関係の定

義は、単なる情緒的な交換や人柄への信頼にとどまら

ず、相互の協力行動を促進し、具体的な成果や価値の

創出につながる機能的な信頼関係、とする。 
筆者と同じように保護者との関係性において不安や

課題を抱えている教師や大学生を想定読者とし、その

一助となるような教師と保護者との信頼関係構築の考

察の資料を提供する。 

２．研究方法と内容 
 
対象：研究指導者より、本研究の趣旨に合致する学

校として紹介を受けた 3学校の学校長より選出してい

ただいた教員1名ずつ計 3名と、その学校に子どもが

所属する保護者5名。 

時期：2025年7月から8月 

方法：1名あたり約1時間の半構造化インタビュー 

質問内容：教師に対しては子ども・保護者と接する

うえで大切にしていること等、保護者に対しては印象

に残っている教師、自分の子どもの担任になってほし

いと思う教師像等。 

分析方法：佐藤（2008）[3]の「事例-コード・マト

リックス」を参照した。インタビューの音声データを

逐語録化し、分析テーマに該当する箇所の文章を意味

内容別にオープンコードを付けた。そしオープンコー

ドを比較・統合しながらさらに抽象度の高い焦点的コ

ードに集約するため、コード同士の関係性を整理した。 

なお、この抄録を執筆している時期では研究分析途中

のため、結果と考察については当日に口頭で発表する。 

 

３．参考文献 

 

[1]東京都教職員研修センター 初任者教諭アンケー

ト https://www.kyoiku-

kensyu.metro.tokyo.lg.jp/09seika/reports/files/b

ulletin/h18/materials/enquatekekka.pdf 

[2]文部科学省 学校と教職員の業務実態の把握に関

する調査研究報告書（全国公立小中学校事務職員研究

会）（2015） 

https://www.mext.go.jp/component/a_menu/educatio

n/detail/__icsFiles/afieldfile/2016/03/10/135146

8_17.pdf 

[3]佐藤郁哉（2008） 『質的データ分析法—原理・方

法・実践』 新曜社 

 

 

 

 

キーワード：保護者対応、生産的信頼関係、学校と家

庭の協働
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生徒の青春の自己表現の先にある思いや背景の分析 

―ナラティブ分析を主軸として― 
浅野時光（創価大学教職大学院教職研究科教職専攻 人間教育プロフェッショナルコース）

1. 研究の背景・目的 

文部科学省（2024）によると、不登校の「きっかけ

要因」についてのアンケートにおいて、「教職員への

反抗・反発」を選んだ割合は、教師3.5％、不登校児童

生徒 35.9％、不登校児童生徒の保護者 44.7％という結

果であった。教職員と児童生徒または保護者間で認識

の差が明確に表れているとともに、教師が児童生徒の

感情や思いに気づけていないことを示唆している。教

師が生徒のことを理解するためには、表には出にくい

背景や思いを今以上に理解する必要がある。 

そこで本研究では、現役高校生へのインタビューを

通して、生徒の青春の自己表現には、どのような背景

があり、どのような思いがあるのか、率直な感情や思

いを等身大の子どもの視点で明らかにする。 

2.研究方法 

2.1研究対象者の選出方法 

  研究対象者は、インタビューする研究者としっかり

とコミュニケーションをとることができる現役高校生

とする。自己表現に対して特徴的な語りを持つ生徒で、

研究者と相互の信頼関係がある1名を選出する。 

2.2データ収集方法 

インタビューを2回実施し、1回あたり50分以内と

する。本人と保護者の同意を得て、インタビューの録

音をする。主な質問内容は、『勉強に関すること』『友

達関係に関すること』『大人関係に関すること』『自

分（研究対象者本人）に関すること』である。 

2.3 データ分析方法 

本研究で扱うナラティブ分析について、「包括的な

説明の提示や仮説の生成にはなく、偶発的にみえる出

来事からマクロな視座につながる理論的要素を提供す

る」という定義を用いる（p.76）（灘光他，2014）。 

3. 結果と考察 

インタビューで語られた言葉を用いて、【追いつか

ない勉強（受験競争観）】【逆らえない（スクールカ

ースト）】【いないみたいな存在】【介入による大げ

さ】など 7個のテーマを設定した。それぞれを（ナラ

ティブ×エピソード）や（ナラティブ×ナラティブ）な

どの方法を用いて、分析した。ここでは、【いないみ

たいな存在】（ナラティブ×エピソード）を取り上げる。 

表【いないみたいな存在】で語られた内容 

［ナラティブ分析］椎名は「嫉妬」や「面白くない」 

と話した上で、「目」 を大事にしている。椎名にとっ

てCさんは「目」を見てくれないからこそ、「輪に入

っている」 感がなく、いないみたいな存在だと感じた。 

［エピソード記述］椎名の語りの場面を、当時の研究

者は見ていた。研究者は、椎名が語った場面を当時外

側から眺め、「意外と仲がいい」「椎名はコミュニケ

ーション能力が高いんだ」と捉えていた。 

［考察］椎名の語りと研究者のエピソードを交錯させ

ると、「本人（椎名）が見ている世界」と「周りから

見える椎名の世界」には乖離がある。「目を見てくれ

ない」と感じていた椎名にとって、3 人一緒にいると

は感じられていない。「輪に入っている」と感じるこ

とができないもどかしさを椎名は感じていたのである。 

  研究者は今回の研究で椎名のありのままを理解しよ

うとしたが、現場にいる教師は様々なフィルターの中

で子どもを見取る。一人一人を理解するとは、ありの

ままを理解しようとする行為であると考える。 

 参考文献 

文部科学省（2024）『不登校の要因分析に関する調査研究 報告書』. 

灘光洋子 浅井亜紀子 小柳志津（2014）「質的研究方法について考えるグ

ラウンデッド・セオリー・アプローチ、ナラティブ分析、アクションリサ

ーチを中心として」『異文化コミュニケーション論集』12，立教大学異文

化コミュニケーション研究科異文化コミュニケーション専攻，pp.67-84 

キーワード：ナラティブ分析 エピソード記述 理解
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ラウンド・テーブル 
 

教職課程における「理論と実践の接続」を促す学校体験活動モデルの開発 
 

○渡辺秀貴（創価大学教職大学院）、小林理人（創価大学通信教育部）、 

上山伸幸（創価大学教育学部）、舟生日出男（創価大学教育学部） 

 

企画趣旨 

教員にとって理論的知識と実践的知恵を往還的に統

合する能力は不可欠であるが、教員養成段階では、大

学で学ぶ理論的知見と学校現場のリアルな実践との間

に乖離があるとの批判が繰り返されてきた。本ラウン

ドテーブルは、こうした乖離問題と政策的枠組みを背

景に、大学と教育委員会、学校が協働して運用する学

校体験活動および教育実習の一体化モデルを構築し、

学生の実態・ニーズに応じた多様な体験学習のあり方

を、学校体験活動を中心に、制度設計、省察支援など

の観点から検討することを目的とする。 
 

話題提供 

(1)教員養成における理論と実践の往還に関する研究 

 教員養成における理論と実践の乖離は、長年にわた

り国内外で指摘されてきた課題である。ショーン（1983）
は「省察的実践者」の概念を提示し、教育を含む専門

職養成においては、理論を実践の文脈で再構築しなが

ら専門的知を生成していく必要があると論じた。また、

コルトハーヘン（2010）は、教育実習における経験と理

論的理解を循環的に統合する「リアリスティック・ア

プローチ」を提唱し、教師教育における省察と理論化

の往還的過程をモデル化した。 
 日本でも、2006年に中教審答申が「理論と実践の融

合」を、2012年に「理論と実践の往還・架橋」を掲げ、

教職大学院制度の創設（2006）とともに、大学と学校現

場の協働による臨床的教員養成への転換が図られた。

近年では、柴田（2019）や河野（2024）は、教職大学院

における事例研究・省察指導の実践から、理論と実践

を相互に媒介する「実践知」の形成プロセスを明らか

にして、省察支援の枠組みの重要性を示唆している。 
(2) 段階的・連続的現場体験に関する研究 

 2000年代以降、教育実習前の「学校インターンシッ

プ」や「学校ボランティア」などの導入を通して、学部

4 年間の中に体験を段階的に配置するモデルが注目さ

れてきた。橋本（2017）は、初年次からの学校インター

ンシップを中心に、観察・支援・授業補助・実習という

四層構成を提案し、学生の教育観・職業意識の発達過

程を明らかにした。御手洗（2024）も、学校インターシ

ップを中心とした段階的現場体験モデルを構築し、初

年次の「学校の実態を知る」活動から教育実習を含4年
次の「実践的指導力を身につける」活動を連続的に位

置づけたプログラムの成果として、段階的な体験を通

じて省察が深化し、学生の教育的アイデンティティが

形成される過程を示した。 
 これらは、学修体験の積み上げが省察的学びと職業

的成長を促進することを実証的に示している。 
(3) 大学・教育委員会・学校の三層協働による教員養

成に関する研究 

 教員の養成・採用・研修を「一体的」に捉えようとす

る政策的動向は、文部科学省による「教師の養成・採

用・研修の一体的改革推進事業」（2021年度開始）に具

体化し、大学・教育委員会・学校が連携し、地域ぐるみ

で教員を育成する仕組みの構築が求められている。森

（2013）は、大学・教委・学校の協働による教員育成の

高度化の課題を指摘し、吉岡（2022）は、大学と教育委

員会の協定連携に基づく「養成―採用接続」モデルを

分析し、自治体レベルでの協働体制の意義と課題を示

している。 
 これらは、教育行政と学校現場を含む三層構造の中

で担保する必要性を明らかにしており、我々が目指す

一体化モデルの制度的基盤を支える知見となる。 
 
参考文献 

橋本祥夫（2017）「学校インターンシップ」の学びと教

員養成－４年間を通じた現場体験の段階的構成－, 
京都文教大学 人間学研究, 21:85–96. 

河野晋也（2024）教職大学院における理論と実践の往

還による実践知の創出, 奈良教育大学紀要 教育科

学, 73(1):67-78. 
コルトハーヘン, F. A. J 著, 山田・森訳（2010）教師教

育学－理論と実践をつなぐリアリスティック・アプ

ローチ, 学文社 
森省造（2013）教育委員会・学校と大学の連携・協働に

よる教員養成の高度化の課題, 北海道教育大学教職

大学院紀要, 5:1-11. 
柴田真理子（2019）教職大学院における学びの深化－

理論と実践を往還し続ける教師の形成－, 東京学芸

大学紀要 教育実践研究, 15:2-34. 
ショーン, D 著、佐藤学監訳（2007）『省察的実践とは

何か―プロフェッショナルの行為と思考』鳳書房 
吉岡治（2022）大学教職課程と教育委員会の連携にお

ける課題－養成と採用の接続を中心に－, 神奈川大

学人間科学研究, 15:91-103. 
キーワード：理論と実践の往還、省察支援、学校体験

活動 
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